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平成 30 年度 厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
分担研究報告書(職業肝炎ウイルス陽性者両立支援モデル班) 

 
地域の中核病院における肝疾患患者の職業の実態と両立支援の必要性 

 
研究分担者：井上 貴子     名古屋市立大学病院 中央臨床検査部 
研究協力者：服部 孝平、後藤 章友 JA 愛知厚生連稲沢厚生病院 内科 
研究協力者：田中 靖人     名古屋市立大学大学院医学研究科 病態医科学 

 
研究要旨 2018 年 4 月より、治療と仕事の両立支援に関する診療報酬として「療養・就
労両立支援指導料」が新設された。両立支援を必要とする患者がどの程度存在するかを
知ることは、体制整備に不可欠である。研究班では、肝疾患診療連携拠点病院を対象に、
外来肝疾患患者の就労状況を調査した。我々はその比較対象として、肝臓専門医が常勤
する中核病院（病床数 300 床）で同様の調査を行なった。 

2017 年 9月から 8か月間、内科外来への通院患者を対象に、年代・性別・疾患・雇用
形態・職種・従業員数・職場への通院の周知・相談者の有無・利用可能な勤務制度につ
いて調査した。回答した 403 名(男性 187 名)のうち、肝疾患患者は 25.1％（101/403）
を占め、その内訳は肝炎 71.3％（72/101）、肝癌 11.8％（12/101）、肝硬変 9.9％（10/101）
であった。肝疾患患者の 66％（67/101）は就労しており、雇用形態は正社員 32.8％
（22/67）、自営 26.9％（18/67）、パート/アルバイト 19.4％（13/67）が多かった。70.1％
（47/67）が職場に伝えて通院していたが、利用可能な勤務制度は 26.9％（18/67）が不
明と答えた。本調査から当院に通院する肝硬変・肝癌を含む 66％の肝疾患患者が就労し
ており、利用できる勤務制度の周知が特に必要であるとわかった。今後全国の拠点病院
のデータと比較し、肝臓専門医が常勤する中核病院の果たすべき役割を明らかにする。 

A. 研究目的 

2018 年 4 月より、治療と仕事の両立支援

に関する診療報酬として「療養・就労両立支

援指導料」が新設された。本診療報酬による

評価は、治療を担当する主治医と産業医の連

携の下で、がん患者の治療と仕事の両立支援

を充実させることを目指したものである。両

立支援の対象となりうる患者がどのような

医療機関にどの程度通院しているかを知る

ことは、今後の体制整備に不可欠である。 

研究班では、全国の肝疾患診療連携拠点病

院を対象に、分担研究者らが外来肝疾患患者

の就労状況を調査した。本研究ではその比較

対象として、肝臓専門医が常勤する地域の中

核病院である JA 愛知厚生連 稲沢厚生病院

で、同様の調査を行なった。 

本報告書では、肝臓専門医が診療を行なう

中核病院に通院する肝疾患患者の就労状況

を報告し、今後の課題について考察する。 

B. 研究方法 

JA愛知厚生連 稲沢厚生病院は愛知県稲沢

市の病床数 300 床を有する基幹病院で、19

の診療科を標榜している。内科系は内科、循

環器内科、消化器内科、糖尿病内科、神経内

科を標榜し、肝臓専門医である常勤医 1名が

肝疾患の診療にあたっている。 

研究期間は 2017 年 9 月から 8 か月間、稲

沢厚生病院内科外来への通院患者を対象と

した。年代・性別・疾患・雇用形態・職種・

職場の従業員数・職場への通院の周知・就労

困難時の相談者・利用可能な勤務制度につい

て、調査票（図 1）を用いて調査した。調査

票は診察室で主治医が患者に手渡しし、患者

は待合室で記載し、待合室に置いた箱で回収

した。 
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図 1 職業調査アンケート 

 

C. 研究結果 

調査票記載者は 403 名(男性 187 名、女性 

215名)、年代は60代以上が72.2％（291/403）

であった（図 2）。 

 

図 2 調査票記載者（n=403） 

 

主たる疾患が代謝性疾患（主に糖尿病・脂

質異常症）の患者が 42.4％（171/403）で最

も多く、次いで肝疾患 25.1％（101/403）、

循環器疾患 15.1％（61/403）の順であった

（図 3）。 

 

図 3 調査票記載者の主たる疾患（n=403） 

肝疾患患者 101名のうち、65.3％（66/101）

が 60 代以上であった（図 4）。 

 

図 4 肝疾患患者の年代（n=101）と 

就労中の肝疾患患者の年代（n=67） 

 

肝疾患患者 101 名の病因は C 型肝炎 44.6％

（45/101）、B型肝炎 28.7％（29/101）、アル

コール 4.0％（4/101）であった（図 5）。 

 

図 5 肝疾患患者の病因（n=101） 

 

肝疾患患者 101 名の病態は無症候性・慢性

肝炎 63.4％（64/101）、肝癌 10.9％（11/101）、

肝硬変 9.9％（10/101）であった（図 6）。 

 
図 6 肝疾患患者の病態（n=101）と 

就労中の肝疾患患者の病態（n=67） 

 

肝疾患患者の 66％（67/101）は就労中で、

雇用形態は正社員 32.8％（22/67）、自営 

26.9％ （18/67）、パート/アルバイト 19.4％

（13/67）が多かった（図 7）。 
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図7 就労中の肝疾患患者の雇用形態（n=67） 

 

就労する肝疾患患者 67 名の職種は事務

職・販売/サービス業・専門/技術職が各

17.9％（12/67）で多かったが、多様な職種

に従事していた（図 8）。従業員数は 50 名未

満が 46.3％（31/67）と最も多かった（図 9）。 

 
図 8 就労する肝疾患患者の職種（n=67） 

 

図 9 就労する肝疾患患者の 

勤務先の従業員数（n=67） 

 

職場に伝えて通院している人は 70.1％

（47/67）で、相談相手は上司が最も多く

41.8％（28/67）であった。一方で、相談し

ないと答えた人も 31.3％（21/67）いた  

（図 10）。通院に利用可能な勤務制度につい

ては 26.9％（18/67）が知らないと答えた。 

 
図 10 就労する肝疾患患者の相談相手

（n=67） 

 

D. 考察 

 重篤な疾患に罹患した際、離職せずに就労

を継続しながら円滑に通院・療養を継続する

ための環境整備（両立支援）は重要な命題で

ある。治療と仕事の両立支援に関する診療報

酬として、2018 年 4 月より「療養・就労両

立支援指導料」が新設された。両立支援が必

要となりうる患者がどのような医療機関に

どの程度通院しているかを知ることは、体制

整備をするうえで不可欠である。 

研究班では、複数の肝疾患診療連携拠点病

院を対象に、分担研究者らが外来肝疾患患者

の就労状況に関するアンケート調査を行な

った。我々はその比較対象として、肝臓専門

医が常勤する地域の中核病院である JA 愛知

厚生連 稲沢厚生病院で、内科外来を受診す

る患者を対象に同様の調査を行なった。 

農業人口が多く高齢者が多い地域に稲沢

厚生病院は位置し、内科外来には多くの 80

代・90 代の高齢者が来院する。今回の調査

は主に、肝臓専門医（消化器内科）と糖尿病

専門医（糖尿病内科）によって進められた。

そのため主たる疾患が代謝性疾患（主に糖尿

病・脂質異常症）または肝疾患の患者から多

くの調査票が集まる結果となっている。 

調査票に回答した 101 名の肝疾患患者全

体と、その中で就労中と答えた 67 名の年代

を比較した（図 4）。肝疾患患者全体 101 名

の 65.3％（66/101）、就労している肝疾患患

者 67 名の 53.7％（36/67）が 60 代以上で、

ほぼ変わらない比率であった（p=0.17）。  
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当地域（当院）の肝疾患患者は高齢でも就労

している、または就労している高齢患者が当

院に多く受診していることがわかった。 

次に 101 名の肝疾患患者全体と、その中で

就労中と答えた 67 名の病態を比較した 

（図 6）。より重篤な病態である肝癌・肝硬

変の患者比率を比べると、肝疾患患者全体

101 名中の 21 名（20.8％）、就労している肝

疾患患者 67 名中の 11名（16.4％）と大きな

差はみられなかった（p=0.61）。以上より、

当地域（当院）の肝疾患患者は、より重篤な

病態でも就労していることが明らかとなっ

た。 

就労中の肝疾患患者の雇用形態の回答で

自営が 26.9％（18/67）と多いのは、農業に

従事する人が多い地域性を反映している。ま

た 60 代以上の就労する肝疾患患者では、自

営を除いた全就業者の 19.0％（4/21）が正

社員である。これは平成 28 年度の 65 歳以上

正規職員率 24.7％（資料：総務省「労働力

調査」）と比較して、大きな違いはない。今

回の調査から、当院の肝疾患患者は、高齢で

も就労していることがわかった。就労する肝

疾患患者の職種は多様であるため、それぞれ

に適した支援の提供が求められる。 

就労する肝疾患患者の勤務先の従業員数

は 50 名未満が 46.3％（31/67）と最も多か

った。従業員数 50 名未満の事業所は、産業

医・衛生管理者の選任、衛生委員会の設置、

定期健康診断報告書の提出などの義務を伴

わない。就労する肝疾患患者の多くは職場に

伝えて通院しており（70.1％[47/67]）、職場

での相談相手は上司が最も多かった（41.8％ 

[28/67]）。一方で、職場で相談しないと答え

た人も 31.3％（21/67）いたことから、肝疾

患患者がより円滑に通院できるよう、職場の

上司や同僚に相談しやすい環境整備が必要

である。 

通院に利用可能な勤務制度に関して、就労

する肝疾患患者の 26.9％（18/67）が知らな

いと答えた。これは本調査での糖尿病患者の

データ（51.2％が知らない）と比較して、高

い認知度である。就労への支障から通院・治

療を中断しないように、今後患者本人やその

相談相手に、通院に利用できる勤務制度に関

する知識をさらに深める必要がある。 

仕事と治療の両立支援は、疾病を抱える労

働者自身が支援を申し出ることから始まる。

当院においては、職場の上司や同僚が疾病を

抱える人の状況を理解して日々の支援を行

なえるよう啓発し、患者が相談しやすい環境

の整備を目標としたい。 

 
E. 結論 

当地域は農業人口が多く高齢圏であるが、

肝硬変・肝癌を含む 66.3％（67/101）の肝

疾患患者は就労しながら通院している。通院

のために利用可能な勤務制度は認知が十分

とはいえず、職場で相談される側の知識・認

識向上も必要である。 

今後、肝疾患診療連携拠点病院の傾向と比

較し、肝臓専門医が常勤する中核病院の果た

すべき役割を明らかにする。その結果から、

医療機関の特性に合わせた患者・周囲の人々

双方への対策を提案する。 
 
F. 健康危険情報 

なし 
 

G. 研究発表 
1. 発表論文 

なし 

 

2. 学会発表 

なし 

 

3. その他 

啓発資材 

なし 
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H. 知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得  

なし 
2. 実用新案登録  

なし 
3. その他  

なし 


